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１.　水田輪作体系における安定した不耕起栽培体

　　 系の確立

ア　研究目的　

　京都議定書の削減目標達成のため、農業活動から

発生する温室効果ガスの削減は急務である。北海道

の水田転換畑の二酸化炭素排出削減は、不耕起栽培

の導入および有機物投入により可能と考えられる

が、圃場からの温室効果ガス発生量を含め、LCA

手法等によって削減効果を評価し、土壌への炭素吸

収力の評価を定める必要がある。また、技術の普及

のためには不耕起栽培技術の安定化をはかる必要が

ある。そこで、温室効果ガス低減型栽培管理技術の

安定化はかるために、麦－大豆栽培体系をモデル

ケースとして、収量性は慣行比で 90％以上、雑草

処理に要する作業性は慣行と同等、また、播種に関

わる作業時間を慣行の 80％以内を目標とする、安

定した不耕起栽培技術を確立し、その適用条件を満

たす北海道における水田転換畑の耕地面積を試算し

た。

イ　研究方法

１）収量性の検討

　2008 年から 2010 年にダイズ「ユキホマレ」およ

び春まきコムギ「春よ恋」を不耕起（播種溝以外

の耕起を行わない）と慣行耕起（チゼル耕 : 耕深

12cm で耕起後、ロータリ耕により整地を行う）で

栽培し、収量性を評価した。供試圃場は北農研美唄

試験地（ダイズのみ、泥炭土）、および札幌（ダイ

ズおよび春まきコムギ、火山性土）の水田転換畑圃

場とした。この他に春まきコムギは 2009 年 11 月９

日美唄市農家圃場において初冬まきを行った。供試

圃場の前歴、水稲から畑に転換したタイミングはそ

れぞれ異なるが、ダイズは畑転換後初年目に４回、

畑転換後２年目以降に５回栽培し、春まきコムギ

はいずれも畑転換５年目以降に試験を行った（表 1

－ 1）。ダイズはいずれも５月下旬に播種し、春ま

きコムギは４月下旬に播種した。条間はダイズでは

60cm とし、春まきコムギは 30cm とし、播種は手

まきまたは機械播種とした（表 1 － 1）。ダイズの

播種密度は手まきと耕起区では約 22 本 / ㎡とした

が、不耕起播種機（NSV-600）を用いた圃場２か

ら圃場５の不耕起区の播種密度は約19本 /㎡となっ

た。春まきコムギの播種量は 16g/ ㎡とした。施肥

量はダイズではマメ類用化成肥料（成分N：4%、

P2O5：13%、K2O:10％）を 50g/ ㎡、春まきコムギ

では麦類用 082 化成肥料（N：10％、P2O5：18、

K2O:12％）を播種時に 80g/ ㎡条施用した。

　収量調査はダイズ、春まきコムギともに成熟後

に行った。ダイズの収穫調査は収穫時の栽植密度

と 40 個体のサンプリングを圃場１と圃場３では１

区あたり１カ所、圃場２では３カ所、圃場４と５で

は４カ所行った。脱穀後７mmの篩上に残った子実

重と栽植密度から単位面積あたりの粗子実重を求

め、300 粒について虫害粒と病害粒を調査し、これ

を除いた重量比を粗子実重に乗じて子実収量を求

めた。春まきコムギは 1区あたり 2.4 ㎡（２m×４

条）を収穫し、脱ぼう、とうみ選後の脱穀後 2.4mm

幅の篩上の子実を収穫面積で除して子実収量を求

めた。試験 1区あたりの面積は表 1－ 1 に示したと

おりであり、それぞれ 3反復とした。なお、春まき

コムギの現地圃場では、隣接する圃場に不耕起播種

（NSV600、使用トラクタ FIAT540:54HP）と慣行

播種（田端グレーンドリルTD-8、使用トラクタ三

菱 ST3840 :38HP）を行い、50a の圃場で消費する

燃料と、作業時間を計測し、収穫調査も行った。

２）不耕起栽培適地の検討

①除草の観点からの不耕起栽培適地の検討

　美唄市内の 30 カ所の農家圃場で土壌をサンプリ

ングし、雑草の埋土種子密度を出芽法で調査し、雑

草の出芽率を５％、除草剤土壌処理と選択性除草剤

の茎葉処理後の残草の割合をそれぞれ 10％と５％

とした場合に、１時間以内で除草可能な圃場の割合

を求め、それらから不耕起栽培適地面積を試算した。

②適地面積の試算方法

　水田転換畑における不耕起栽培適地面積を求める

ために、水田における転作率（水稲以外の作物のみ

の作付田／水田本地面積、2007 年から 2009 年の平

均）をもとに、畑作物連作田と田畑輪換田（６年中
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３年水稲、３年畑作とした）の面積を設定した（図

1－ 1）。次に、栽培試験の結果と文献調査の結果か

ら不耕起による減収が小さい輪作体系と、土壌条件

の選定を行った。さらに、計画排水能力４時間降雨

４時間排除の排水条件が不耕起栽培に適すると設定

して、北海道におけるその面積割合は農林水産省「土

地利用基盤整備基本調査」より得た。

ウ　結果及び考察

１）水田転換畑における不耕起栽培の収量性と作業性

　札幌および美唄の転換畑で実施した試験のダイズ

の収量を図 1－ 2 に示した。それぞれの試験内で、

ダイズの収量を慣行耕起栽培と不耕起栽培で比較す

ると、収量に有意差は認められなかった。しかし、

畑転換初年目のダイズ不耕起栽培は慣行耕起栽培に

比べて減収する傾向を示した。これに対して、畑転

換２年目以降に行った試験では、不耕起栽培のダイ

ズの収量は慣行耕起栽培と同等であった。畑転換後

初年の４試験事例と、畑転換２年目以降の５試験事

例について、各試験をブロックと見なして分散分析

を行ったところ、畑転換後初年目の不耕起栽培のダ

イズは慣行耕起栽培に比べて有意に減収し、畑転換

後２年目以降のダイズ収量には耕起法の影響は有意

に認められなかった（表 1－ 2）。

　圃場１で栽培した春まきコムギは不耕起栽培で多

収となる傾向が認められ、2010 年は有意に多収と

なった。現地における初冬まき栽培の不耕起栽培の

収量は慣行栽培に比べやや低い傾向が見られたが、

春まきコムギとしては多収であった（表 1－ 3）。

　以上の結果から、不耕起栽培を畑転換初年目に行

図 1 － 1　転換畑の面積割合を 45％に設定した

　　　　　時の連作水田、畑連作水田、田畑輪

　　　　　換水田（6年中 3作水田）の割合

表 1 － 3　不耕起栽培および慣行耕起栽培した春

　　　　　まきコムギの収量

現地の初冬まきコムギの収量は不耕起栽培と隣接する

圃場の収量で、統計解析は行っていない。

収量の単位は㎏ /10a

表 1 － 1　供試圃場の履歴と 1区面積

作物のアンダーラインは耕起処理を設けて栽培したことを示す。作物右側に付した *は機械まきしたことを示

す。圃場５の 2010 年ダイズは虫害の発生により低収となった。

表 1 － 2　畑転換後の年数による耕起法に対する　

　　　　 ダイズ収量反応の違い

収量の単位は㎏ /10a
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うと減収の危険があることがダイズ栽培において明

らかになった。これに対して、畑転換 2年目以降で

はダイズ、春まきコムギともに減収は認められない

ことから、不耕起栽培を導入する際には畑転換後 2

年目以降に導入することで安定生産がはかられると

判断された。

　不耕起播種機の作業能率と燃料消費を調査した

ところ、不耕起播種機の１時間あたりの作業量は

36a、1ha あたりの燃料消費量は９L であった。こ

れは、農家慣行の１時間あたりの播種機の作業量

48a、 1ha あたりの燃料消費量 7.6L よりも劣ったが、

慣行作業では耕起が必要となることから、不耕起栽

培の圃場準備と播種に要する作業時間は慣行栽培の

71％に減らすことが可能であり（表 1 － 4）、水稲

収穫等の作業と競合しやすい秋作業において、不耕

起栽培は省力的な播種作業が期待できるものと判断

された。

　また、札幌圃場における農薬成分使用回数は、慣

行耕起栽培でコムギ，ダイズともに８回 ､不耕起栽

培では，非選択性除草剤の播種前処理により１回増

加し９回となった。耕起の代わりに雑草を枯らすた

めに、除草剤の使用が不可欠であることから、不耕

起栽培は減農薬栽培には向かないものの、北海道慣

行レベルの農薬成分使用回数（春まきコムギ 12 回，

ダイズ 13 回）をいずれも下回る使用回数で栽培す

ることは可能と判断された。

　ダイズの不耕起栽培における雑草の発生は、キク

科雑草が多かった。本試験においてダイズ播種後の

土壌処理に使用したアラクロール・リニュロンの混

合処理はキク科雑草に卓効を示したため、除草に要

する労力は慣行耕起栽培と変わらないと考えられ

た。しかし、圃場１ではセイヨウタンポポやスギナ

の増殖が不耕起栽培で認められた。小林（2006）は

不耕起栽培における雑草の植生の特徴として、耕起

栽培に比べて攪乱の強度が小さいため、一定量の多

年生雑草が侵入定着することを示しており、大きな

埋土種子集団を形成しない、風散布型のキク科雑草

が増加するとしている。これらから、不耕起栽培継

続時には、播種前にこれらの雑草を制圧する必要が

あると推察された。

　これらの結果より、目標として設定した、慣行比

で収量性は 90％以上、雑草処理に要する作業性は

同等、播種に関わる作業時間は 80％以内で不耕起

栽培を行うことは、雑草の少ない圃場、畑転換後 2

年目以降の圃場を対象にすることで可能と判断され

た。

２）水田転換畑における不耕起栽培適地面積の試算

①雑草防除の観点からの不耕起栽培適地の割合

　ら（2010）はダイズ栽培における収穫時の要除

図 1－ 2　不耕起栽培および慣行耕起栽培したダイズの収量

表 1－ 4　作業時間の比較

標準作業体系は「北海道農業生産技術体系」3 版の

農業機械のほ場作業能率等一覧表より



ー 12 ー

草雑草密度（草丈 20cm以上または多汁質の果実を

つける雑草）が 0.56 本 / ㎡を超えると、収穫前の拾

い除草時間が１時間を超え、除草必要期間が終わる

直前にあたる７月 10 日頃までに発生した雑草の約

２割が要除草雑草となることを示している。これら

から７月上旬までに発生が許容される雑草の密度は

約３本 / ㎡と推定された。

　土壌中の雑草種子の出芽率を５％、除草剤の土壌

処理と茎葉処理の体系防除によって、無処理に対す

る雑草の残草率が２％とすると、埋土種子密度の

0.1％が残ると推定され、発生が許容される雑草密

度を３本 / ㎡とすると、埋土種子密度 3000 個 / ㎡

以下の圃場であれば、機械除草を行わない不耕起栽

培の除草体系でも、除草による労働負担が増大する

危険は小さいと考えられた。

　2009 年に美唄で実施した調査の結果、農家圃場

の雑草の埋土種子密度は０個 / ㎡から約 55,000 個 /

㎡までの広い分布を示し、30 カ所の調査地点の中

で、埋土種子密度が 3000 個 / ㎡以下の地点は全体

の 50％にあたる 15 カ所であった。これらから、除

草の観点から不耕起栽培に適する面積は、全体の

50％として、以下の不耕起栽培適地の試算を行うこ

ととした。

②不耕起栽培適地の試算

　北海道における水田の本地面積は 2007 年から

2009 年の平均で約 213,000ha であり、水稲以外の

作物のみ栽培した面積は、その約 45％にあたる約

95,500ha であった（農林水産省耕地及び作付面積

統計より平成 19 年から平成 21 年の平均値）。北海

道における転換畑の利用では、畦畔を崩して長期間

畑として利用する場面が多いと考えられることか

ら、試算には畑連作水田と田畑輪換水田の面積比を

2:1 とし、連作水田を 46％、畑連作水田を 36％、田

畑輪換水田 18％として試算した。田畑輪換水田で

想定する輪作体系を、６年中３年間連続して水稲を

栽培し、その後畑転換して３年間を畑地として利用

する条件に設定し、その 50％（水田本地面積の 9％）

が転換畑として利用されるものとした。これらに、

圃場の排水性に優れる計画排水能力 4時間降雨 4時

間排除の整備割合の全道平均値と、雑草防除に問題

が生じない圃場割合（50％）を乗じて不耕起適地を

試算することとした。

　なお、本試験において畑転換後初年目の不耕起栽

培で減収する傾向が見られることから、田畑輪換水

田には不耕起栽培を畑期間の３年中２年しか導入し

ないとして試算した。ただし、重粘で耕起が困難と

される土壌では畑転換１作目に不耕起栽培したコム

ギの収量が慣行耕起に比べて多収になる事例が複数

図 1－ 3　不耕起栽培適地試算のフロー図
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報告されている（西尾ら 1976、真鍋ら 1988、長野

間ら 1991）。そこで、田畑輪換、畑連作で使われる

とした水田のうち、阻害要因別水田不良土壌（土壌

保全調査事業全国協議会、1991）より耕転の難易Ⅲ、

Ⅳ等級にあたる 17．2％の圃場では畑転換初年目よ

り不耕起栽培が適し、土壌の排水条件も考慮しない

こととした（図 1－ 3）。

　このような方法で北海道の水田転換畑における不

耕起栽培適地面積を試算すると、約 29,000ha/year

となり、水田本地面積の約 13.4％と試算された（表

1 － 5）。仮に、不耕起栽培により 1.8 CO2 Mg/ha/

year の温室効果ガス削減が可能とすれば、北海道

の水田転換畑の温室効果ガス削減ポテンシャルは、

１年で約 52,000 Mg と試算される。

エ　今後の課題

　不耕起栽培の作業体系はおおむね目標値に達し

た。一方で、今回示した適地は推定値であり、技術

体系を確立するため継続して実証試験行い、適地条

件を精緻化する必要がある。　

オ　要約　

　北海道における不耕起栽培の収量性を検討したと

ころ、畑転換後初年目のダイズの収量は慣行栽培に

比べて低いが、２年目以降では安定生産が可能で

あった。不耕起栽培による水田転換畑の温室効果ガ

ス削減のポテンシャルを明らかにするために、輪作

体系、圃場の排水性、耕起の難易、雑草埋土種子を

基に試算したところ、北海道の水田転換畑における

不耕起栽培適地面積は約 29,000ha/year となった。
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表 1－ 5　不耕起栽培の適地面積試算値

*　水稲以外の作物のみを作付した面積／水田本地面積

** １年１作として試算した
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２．不耕起栽培による温室効果ガス発生量低減効果             

　　の評価

ア　研究目的　

　水田転換畑の輪作体系の不耕起栽培による温室効

果ガス低減効果を評価することを目的とし、小麦と

大豆作の農地からの温室効果ガス排出量を評価し、

不耕起による排出量低減効果について検討した。

イ　研究方法

１）温室効果ガス排出量の評価方法

　本研究では、LCA手法を用い、（i） 肥料、農薬、

農作業機など資材製造、（ii）農作業、（iii） 乾燥調

整、（iv） 出荷、に伴う温室効果ガス排出、（v）土

壌からの排出、からなる総温室効果ガス排出量を算

出した。これ以降、（i）～（iv）を化石燃料由来、（v）

を土壌由来の排出と呼ぶことにする。

　検討した栽培管理は、北海道農政部策定の栽培技

術管理体系（北海道農政部、2000）に準じたが、大

豆の中耕は栽培管理として評価しないものとした。

肥料、農薬、農作業機の製造由来の温室効果ガス

排出量は、産業連関表（（I-A）-1 モデル）を用いて、

農業生産費に排出原単位を乗じて算出した。農作業

機燃料由来の排出量は、対象とする体系の燃料消費

量に軽油、ガソリンの排出係数（それぞれ 2.64, 2.36 

kgCO２ L
‒1）を乗じて算出した。乾燥調整由来の排

出量は、1 t の子実乾燥に灯油 29.5 L と電力を 44.4 

kWh が必要と考え、小麦と大豆の収量をそれぞれ

4.85 t ha‒1、2.53 t ha‒1（北海道における平成 18 年・

19 年の平均収量）と仮定し算出した。出荷由来の

排出量は、圃場から集荷場まで片道 10 km を４ト

ントラックで輸送すると仮定した。計算手法の詳細

は古賀（2004）を参考にされたい。

　土壌由来の温室効果ガスは、後述の栽培試験圃場

における二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸

化二窒素（N2O）排出量とし、各ガスの排出量に温

暖化係数（IPCC、1995）を乗じてCO2 換算した温

室効果ガス排出量を算出した。

２） 圃場試験

　北海道農業研究センターの水田転換畑圃場で

2008 年４月から 2010 年 10 月に実施した。圃場を

２分割し、春小麦（春よ恋）と大豆（ユキホマレ）

を交互に栽培し、2008 年小麦栽培区を「体系１」、

大豆栽培区を「体系２」とし、それぞれを慣行耕起

区（CT）と不耕起区（NT）に分割し、さらに残渣

持ちだし・有機物無施用区（NR/NM）、残渣還元・

堆肥無施用区（+R/NM）、残渣還元・堆肥施用区

（+R+M）に分割した。各試験区は３反復設置された。

残渣は、2008 年の試験開始前（４月）に +R/NM

と +R+Mに小麦残渣を現物重で 10a 当たり 500kg、

2008 年と 2009 年の 10 月にそれぞれの収穫実績に

応じた量を、一様に散布した。同時に、+R+Mでは

牛糞厩肥を 10a あたり現物重 2000 kg で一様に散布

した。残渣と堆肥はCTでは鋤き込まれたが、NT

では地表面に放置された。

３）土壌由来の排出量

　温室効果ガス排出量は密閉チャンバー法で測定し

た。CO2 排出量は、作物根の侵入を防いだ裸地区

を設け有機物分解量を測定し、それから投入残渣

量、根の有機物量、投入有機物量（堆肥、融雪材）

の合計を減じて農地土壌由来のCO2 排出量とした。

CH4 と N2O 排出量は、小麦は作物の畝間、大豆は

作物の株間において測定した。

ウ　結果及び考察

１）化石燃料由来の排出

　１年あたり化石燃料由来の排出量は、小麦作で

1570 ～ 1660 kgCO2 ha
‒1、 大 豆 作で 1180 ～ 1370 

kgCO2 ha
‒1 となった（図 1 － 4）。化石燃料由来の

なかで、肥料製造、農作業機等燃料、乾燥調整由来

の排出が多かった。慣行耕起から不耕起への変更で

は、農作業機等燃料由来が低減したが、農薬散布回

数が１回増加することで農薬製造由来の排出が若干

増加したため一部相殺され、合計で最大８％の低下

となった。

２）土壌由来の排出

　CO2 排出量は、NR/NMで 1860 ～ 2320 kg C ha
‒1 

y‒1、+R/NMで 531 ～ 1200 kg C ha‒1y‒1 であったが、

+R+Mでは ‒1930～ ‒2350 kg C ha‒1 y‒1 と負となり、

正味で炭素を吸収していたことがわかった（表 1－

6）。このことから、農地土壌の炭素量を維持するた
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めには残渣還元以外に堆肥の投入が必要であること

が示された。観測期間の積算では、有機物施用によ

る排出量低減が１%水準で有意に認められたが、耕

起法の変更では有意な差が認められなかった。しか

し、2008 年の生育期間や 2008 ～ 2009 年の非栽培

期間ではCTの排出量が上回り、逆に 2009 年栽培

期間ではNTで排出が大きくなった。このように時

期によってCO2 排出量の大小関係に変化が認めら

れたのは、不耕起開始からの経過時間、気象条件や

それに起因する土壌の水・熱環境が関連すると推察

される。このことは不耕起による温室効果ガス削減

効果の発現条件と関連するため、詳細な解明が求め

られる。

　CH4 排出量は、期間を通じて小さく、観測期間

における総排出量は、‒0.592 ～ 0.411 kg C ha‒1y‒1

であった（表 1 － 6）。この値は、CO2 排出 / 吸収

量に比べるとずっと小さく、排出量は耕起法や有機

物施用の違いの影響を受けなかった。N2O 排出量

は、0.414 ～ 1.34 kg N ha‒1y‒1 となった（表 1－ 6）。

有機物施用、特に堆肥施用によって排出量が増加し

たが、耕起法の違いによる有意な差は認められな

かった。

　CO2 換算した土壌由来の温室効果ガス総排出量

GWP は、NR/NM で 7260 ～ 9030 kgCO2 ha
‒1y‒1, 

+R/NM で 2530 ～ 3860 kgCO2 ha
‒1y‒1、+R+M で

‒7840 ～ ‒6690 kgCO2 ha
‒1y‒1 となった（表 1－ 6）。

有機物施用によって排出量が増加したが、耕起法の

違いによる有意な差は認められなかった。GWPの

内訳は全ての処理区において、CO2 が最も寄与が

大きかった（図1－5）。CH4やN2Oは寄与が小さかっ

た。

３）不耕起や有機物施用による削減効果

　化石燃料由来と土壌由来の排出量を合わせた総

図 1－ 4　化石燃料由来の温室効果ガス排出量とその内訳

表 1－ 6　一年あたりの CO2、N2O 排出量と CO2 換算した総温室効果ガス排出量（GWP）

値は平均と標準偏差（n=3）。分散分析表の Tillage は耕起法、OMA は有機物施用、T × OMA は耕起法と有機物施用の

交互作用を示す。† P<.0.10、*P<.0.05、**P<.0.01、***P<.0.001。GWP;Global warming potential
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排出量は、NR/NMで 8600 ～ 10400 kgCO2 ha
‒1 y‒1, 

+R/NM で 2920 ～ 6120 kgCO2 ha
‒1 y‒1、+R+M で

‒6610 ～ ‒5160 kgCO2 ha
‒1 y‒1 となった（図 1－ 5）。

総排出量は化石燃料由来より土壌由来の排出に左右

されていた。本研究では、耕起法による違いは有意

ではなかったが、有機物施用によって温室効果ガス

は有意に減少した。このことから、農業生産由来の

総排出量を削減するには、土壌由来の排出の削減が

効果的であると考えられる。

エ　今後の課題

　土壌の炭素収支のデータの測定精度が十分である

ことを良くチェックするとともに、これまでのデー

タも集積して、精度の高い方法論を、今後、構築し

ていく必要がある。 

オ　要約　

　LCA手法によって水田転換畑における不耕起に

よる温室効果ガス排出量低減効果を検討した。その

結果、化石燃料由来に比べ、土壌由来の寄与が大き

く、土壌由来のうち、CO2 排出量が最大であった。

総温室効果ガス排出量は耕起法で有意差がなかった

が、不耕起で土壌有機物の分解が抑制された期間が

あった。CH4、N2Oは排出量が小さく、耕起法によ

る違いはみられなかった。
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（矢崎友嗣）

数字はそれぞれの総温室効果ガス排出量の平均値（n=3）を示す

図 1－ 5　土壌由来と化石燃料由来を合わせた総温室効果ガス排出量とその内訳


